事　務　執　行　概　要
計　画　課

管理グループ
１．連絡調整業務

室内業務を円滑に推進するため、室内各課及び関係課との連絡調整を密にし、所管業務の適正な執行に努めた。

２．人事管理、予算執行管理、一般庶務業務

（１）人事管理業務

服務規律の厳正を期し、全体の奉仕者として誠実かつ公正に職務を遂行するとともに、職場の事務処理能率の向上に努めた。

（２）予算執行管理業務

予算の執行に当たっては、室内各課及び関係課と連絡調整のうえ、執行状況の把握及び適正な管理に努めた。

３．受託事業　　　　
　　下記の機関と業務委託協定を締結し、建物整備に伴う工事監理委託費等を受託事業収入として受け入れた。

　　

　　機関別受託事業収入   　　　　　　　　　　　　　

	年度　

項目
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	大阪府中央卸売市場
	13,821,135円
	4,481,120円
	4,416,820円


推進グループ
営繕業務の円滑な執行を図るため、営繕工事等に関する総括調整、要綱要領・技術基準及び技術資料等の整備を行うとともに、対外的業務を通じて、営繕行政の向上、推進に努めた。

１．入札契約制度に係る要綱要領等の整備

　　事業者の選定にあたり、公平性、透明性及び競争性を確保するため、関係部局と協議、調整のうえ、要綱要領等の改定等を行った。

　

　<工事関係>

　　・令和2年度大阪府住宅まちづくり部公共建築室建設工事総合評価落札方式実施ガイドライン

・大阪府住宅まちづくり部建設工事条件付一般競争入札実施細則（令和2年度）

　<委託関係>

・令和2年度住宅まちづくり部建築設計業務入札参加資格者の区分基準

・住宅まちづくり部測量・建設コンサルタント等条件付一般競争入札実施細則
２．技術基準等の整備

営繕工事の質の向上と適正かつ効果的な執行を図るため、室内各課及び関係各課と協議の上、各種技術基準等の調査検討を行った。

また、公共建築室内部での技術基準等の改善、統一を図るため、技術検討会等の事務局として、その推進、調整及び成果の取りまとめを行った。

参考：令和元年度 技術検討会 検討テーマ

1 高層建築物の解体工事について

2 公共建築工事標準仕様書等の改定に伴う特記仕様書等の見直し

3 技術力向上に関する取組

３．入札、契約の適正化

　　　　　　公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の規定に基づき、発注予定工事（250万円超）及び発注予定委託（100万円超）を公表した。

・4月（4月1日以降の発注予定）、8月（8月1日以降の発注予定）、11月（11月1日以降の発注予定）、1月（1月1日以降の発注予定）の4回、プレス提供を含め、本府ホームページにおいて公表した。

・さらに、上記定期公表分に加えて、概ね月1回追加公表し、公表内容の補足を行った。

４．現場施工体制の適正化

　　公共工事の品質確保、更なる施工体制等の適正化及び法令遵守の徹底を図るため、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の規定に基づき、工事現場の施行体制及び下請けへの支払状況等の点検及び指導を実施した。

　　・現場点検延べ回数　　130件

５．品質マネジメントの強化・支援

　

（１）業務執行体制の強化

公共工事の品質確保を図るため、要領等について所要の改正を行うとともに、工事実施状況等の抜打検査を実施した。また、情報共有や課題検討を行うため室内横断的な会議を設置し運営するなど、業務執行体制の強化を図った。

　　＜要領等＞

　　 ・住宅まちづくり部公共建築室建設工事抜打ち検査要領（改正）
　　　　＜抜打ち検査の実施＞

　　　　 ・建設工事抜打ち検査実施件数　70件

　　　　 ・撤去工事監理業務抜打ち検査実施件数　15件
６．内部研修等の実施

公共建築室職員の技術力向上に資するため、内部研修及び各種取組を企画し、実施した。
【研修実施状況】

・公共建築室内業務研修(新入・転入職員を対象に4月に実施)

・技術力向上基礎研修会（主に若手を対象に7月～2月に8回実施）

・基礎知識等に関する全体研修(7月～3月に11回実施)

・現場研修会（6月～3月に12回実施）

　　　　  ・各課座学研修（各課で研修を開催。6月～2月に8回実施）

７．会議

（１）大阪府市町村営繕主務者会議

大阪府市町村営繕主務者会議の事務局として、府内市町村の営繕主務者と技術交流、　　

　　 　情報交換等を行い、府内の営繕行政の向上、推進を図るとともに市町村との連携強化に努めた。

【令和元度 事業実施状況】

　　　　　・見学会(11月実施)
「東大阪市文化創造館」
　　　　　　　　　「大阪木材仲買会館」

・研修会（10月実施）

「民法改正による建築に関する影響について」

「発注者支援業務について」

「官庁営繕事業におけるBIMの活用について」

「設計監理業務委託料算定基準の改正について」

（２）近畿ブロック営繕主務者会議

近畿ブロック営繕主務者会議の常任幹事として、近畿地方整備局とともに、府県レベルでの営繕行政に関する種々の問題を検討・討議し、国及び他府県との連携強化・研鑚に努めた。

計画グループ
１．府有施設整備（新築及び改築）の基本構想・計画及び基本計画
（１）府有施設の整備について適正かつ良好な企画・計画を推進するため、関係各課からの依頼に基づき、企画・構想段階から技術面の指導・助言を行うとともに、関連資料の収集・整理を行った。
（２）府有施設の整備の企画・計画及び各種施策の検討のための委員会等に参画し、技術的な側面から協力した。
（３）あいりん労働福祉センター改築工事基本計画策定業務の事業者を選定するにあたり施設整備条件等の検討を行い、条件付一般競争入札（測量・建設コンサルタント等）〔実績申告型〕により選定した。
２．営繕工事標準予算単価表の作成及び営繕工事（新築･撤去）の概算業務
（１）営繕工事費概算単価（新築･改築編）について、国土交通省大臣官房官庁営繕部及び府の発注実績を参考にして、調査・分析を行うとともに、室内各課の協力のもとに府独自の建設物価の上昇率を算定し、「営繕工事標準予算単価表（新築･改築編）」を作成した。
（２）関係各課の工事費等概算依頼に基づき、大阪府立こんごう福祉センター福祉障がい児入所施設建替え工事をはじめ、計19件の工事費、設計費等の概算及び関連資料の収集・整理を行うとともに、技術的助言を行った。
３．環境にやさしい公共建築づくりの取り組み
　　府有建築物の省エネ・省CO２の推進にむけて、建築物省エネ法、大阪府温暖化の防止等に関する条例等を踏まえ、府有建築物の整備における環境配慮指針に基づき、省エネルギー機器の導入等、環境配慮の検討を行った。
４．住民参加の公共建築づくり推進事業
　　公共建築の日、公共建築月間のアピールと、公共建築物への府民の関心・理解を深め、公共建築物を身近に感じてもらう機会を作ることを目的として、近畿地方整備局等と連携し、「講演会（テーマ：かわりゆくニーズ～進化する公共建築～）」と「パネル展」及び「見学会（ミライザ大阪城）」を実施した。
・講演１　　　：「リノベーションと地域再生」
　　　　　　　　講師：　宮部 浩幸　氏　（近畿大学　准教授）
・講演２　　　：「大阪城公園の変遷」
　　　　　　　　講師：　阪本　恵子　氏　（大阪市経済戦略局　観光部　観光課　課長代理）
・講演３　　　：「大阪城パークマネジメント事業と既存施設の活用例～ミライザ大阪城の誕生～」
　　　　　　　　講師：　米田　巳智泰　氏　（大阪城パークセンター長）
・講演４　　　：「未来に繋ぐ新たなまち」
　　　　　　　　講師：　中村　圭裕　氏　（株式会社竹中工務店　大阪本店設計部　
設計第５部門　設計２グループ　副部長）
・パネル展　　：「第28回あすなろ夢建築」大阪府公共建築設計コンクール入賞作品展
・施設見学会  ：ミライザ大阪城
・総参加者数  ：約180名
５．大阪府公共建築設計コンクール　　
　　大阪府が建築する小規模な公共建築の基本アイデアを、高校生・専修学校生（建築関連学科）等から公募することにより、永く府民に愛され親しまれる公共建築づくりを進めるとともに、将来の建築技術者となる青少年の育成に寄与することを目的として、「にぎわいがうまれる空間」（大阪府営蜻蛉池公園大芝生広場に立地する休憩所)を課題として、標記コンクールを実施した。
	回　数（年度）
	応募作品数
	テーマ（施設名称）

	第27回（H29）
	340点
	「多世代が集い逢う場」
（大阪府営堺宮園住宅集会所）

	第28回（H30）
	273点
	「多様なライフスタイルが実現できる家」
（大阪府住宅供給公社香里三井B団地
22棟3階105号室(106号室）)

	第29回（R1）
	249点
	「にぎわいがうまれる空間」
（大阪府営蜻蛉池公園　大芝生広場に立地する休憩所）


耐震・保全グループ

○耐震関係（府有建築物耐震性能向上事業）
現行の耐震設計基準が施行された昭和56年以前において、建設した府有建築物の耐震性能の向上を図るため、大阪府は、「建築物の耐震改修の促進に関する法律」（平成7年法律第123号）第5条第1項の規定に基づく耐震改修促進計画である「大阪府住宅・建築物耐震10ヵ年戦略プラン」を平成18年12月に策定し、民間建築物及び公共建築物の耐震化の目標や施策等を明らかにするとともに、府有建築物について、耐震化への取組みの基本的な考え方を示した。

この基本的な考えを踏まえ、府有建築物耐震化実施方針において、より具体的な目標や耐震化事業の進め方などを示し平成18年度から平成27年度までの10年間の計画期間において府有建築物の耐震化を進めてきたところである。平成28年1月に新たな計画となる「住宅建築物耐震10ヵ年戦略・大阪」（大阪府耐震計画）を策定し、府有建築物については、引き続き、府民の生命・財産を守るこれまでの耐震化の取組みを進めるとともに、経済活動等を守る観点からの庁舎等の耐震化にも積極的に取組んでいくことを位置づけたことから、平成28年8月に今後の府有建築物の耐震化対策の方向性を取りまとめた「新・府有建築物耐震化実施方針」を策定した。

これに基づき、以下の業務を行った。

1． 耐震診断等業務
（１）災害時に重要な機能を果たす府有建築物に係る業務

　　実施済み
（２）その他の府有建築物に係る業務
　　　所管課が施設のあり方等について検討中の案件（未診断４棟）
（３）新たな耐震化の取組にかかる業務
①業務継続上必要な建築物等の耐震化
金剛山宿泊施設香楠荘耐震診断業務　　　　　　　　　　　　　　 １件
②2次構造部材の耐震化
大阪府教育センター特定天井改修計画策定業務　他　　　　　　　 ２件

③長周期地震動対策及び2次構造部材の耐震化

大阪府立国際会議場構造安全性再検証業務　　　　　　　　　　　 １件
２．工事費等概算依頼に係る業務

関係各課の工事費等概算依頼に基づき、新たな耐震化の取組みにかかる概算及び関連資料の収集･整理を行うとともに、技術的助言を行った｡
（１）業務継続上必要な建築物等の耐震化

大阪府泉北府民センタービル耐震改修工事　他　　　　　　　　　２件
（２）2次構造部材の耐震化

　　　　　大阪府中央図書館特定天井改修基本設計業務　　　　　　　　　　１件

　　　　　　　　　　　　　　　　

３．府有建築物耐震性能向上事業推進会議（平成8年8月30日設置）の運営等

耐震診断等の結果を踏まえた改修の進め方や、「新・府有建築物耐震化実施方針」の策定にかかる関係各課による協議、調整、合意形成の場としての「府有建築物耐震性能向上事業推進会議」を運営し、令和元年度は2回（令和元年6月、令和2年1月）開催した。

また、府有建築物の耐震化について計画的かつ効率的に取り組むために作成した「府有建築物耐震化事業計画」の修正を行った。

さらに、府有建築物耐震性能向上事業推進会議に府有施設の特定天井の耐震化を促進することを目的に特定天井対策部会を設置し、その事務局として令和元年7月及び令和2年1月に部会を開催した。
４．府有建築物の耐震化情報のマップ化
府有建築物の耐震化情報の公表について、府民によりわかりやすくお知らせすることを目的に、府ホームページで公開している耐震化サイトの保守業務を委託した。

○保全関係

１．府有施設の保全工事（建築物等の性能や機能を良好な状態に保つ工事）に関し、関係各課と調整を図りながら、次の業務を行った。

（１）工事費等の概算等

営繕工事標準予算単価表(改修工事編)を作成するとともに、関係各課の工事費等の概算依頼に基づき、改修工事の概算(101件)及び技術的助言(8件)を行った。

（２）施設の保全に関する相談や調査等

関係各課からの施設の保全に関する調査依頼に基づき現地調査等を行い、施設の維持管理上の指導・助言を行った。

２．定期点検業務の実施

　　保全対象施設の適正な保全に資するため、各施設所管課からの建築基準法に基づく定期点検業務の依頼に基づき、定期点検業務を実施した。　　

       平成29年度：大阪府教育センター外              　　　　26施設・38棟

　　　 平成30年度：大阪府教育センター外　　　　　　　　　　　26施設・38棟

令和 元年度：大阪府教育センター外　　　　　　　　　　　27施設・39棟
　　　※保全対象施設：府民センタービルや保健所など公共建築室が補修を担当する施設
３．保全業務委託（補修工事）の実施

保全対象施設における緊急補修工事について、支援業務（補修内容の確認、図面作成、工事立会、完成検査補助）の委託（1件）、関係各課との調整（補修内容、工事発注（随意契約）（114件））や技術指導などを行った。

【令和元年度：大阪府泉南府民センタービル空気調和機用インバーター補修工事　他】

　　　　　　　　　　　平成29年度　　　　　　174,028,094円　　　　160件
平成30年度　　　　　　198,962,409円　　　　141件
　　　　　　　　　　　令和 元年度　　 　　　 176,461,882円　　　　115件

４．府有施設のアスベスト対策

府有建築物保全推進会議に府有施設のアスベストに関する技術的な課題を検討するアスベスト対策運用部会を設置しており、その事務局として令和元年6月及び令和2年1月に部会を開催した。
５．保全資料の整備等

（１）保全対象施設の適切な管理を目的として、保全対象施設一覧表について、建て替えに伴う登録変更や施設廃止に伴う登録削除等の更新を行った。

（２）保全対象施設について、施設の現状を把握するため、年間の光熱水費や修繕費等の実態調

査を行った。

６．府有建築物の長寿命化に向けた取組み

　　府有建築物の適正な保全、効率的な維持管理を進め、長寿命化等を図るマネジメントに向けた以下の取組みを行った。

（１）府有建築物保全推進会議
府有建築物の適正な保全管理を推進するため「府有建築物保全推進会議」（平成23年6月設置）において「府有建築物の保全の取組み」や「府有建築物補修事業の方針」等を議題として開催した。（第18回、第19回（令和元年6月、令和2年1月））

（２）保全台帳システム

保全対象施設（平成31年度194施設）に係るデータ（施設データ、棟別データ、工事台帳（平成31年3月末時点）、光熱水費、機器リスト等）を掲載した庁内Web「保全台帳システム」の運用を図り、庁内の情報の共有化を図った。

（３）保全メールマガジン

保全メールマガジンを4回（令和元年6月、9月、12月、令和2年3月）発行し、時宜による保全・修繕に要する情報提供や意識啓発を図った。

一般建築課

設計工事第一グループ
関係各課と調整を図りながら、営繕工事の設計業務、工事発注業務、工事監理業務並びに工事費の積算業務を次のとおり行った。

１．実施計画と調整

事業を円滑に執行するため、営繕工事工程計画表を作成し関係各課との連絡調整に努めた。

２．設計・積算
（１）各種設計基準の作成と材料・工法の検討を行った。

（２）設計業務に先立ち敷地・建物等諸条件を調査し、技術的検討及び技術的提言を行った。

（３）実施設計等の業務８件（案件数８件）を委託し、設計図書作成の指導、調整及び審査を

行った。

	年度　

項目
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	実施設計等（委託）
	４件
	８件
	８件


（４）労務・資材等の単価及び歩掛りを設定し、設計図書に基づき工事費を積算した。

３．地質調査及び測量調査

　　

	年度　

項目
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	地質調査
	１件
	０件
	１件

	測量調査
	０件
	０件
	０件


４．建築工事積算資料の作成

労務・主要資材単価を調査し、国土交通省建築工事積算基準に基づき建築工事積算資料（府単価）を作成した。

５．工事予算執行調整

関係各課との連絡を密にし、工事発注状況の把握と工事予算の執行調整を行った。

６．各種申請等

計画通知、工事完了届をはじめ各種申請業務を行ったほか、関係各課の要請により地元説明会等の業務を行った。 

７．工事発注

工事発注９件（案件数７件）に伴う設計図書の作成及び工事発注業務を行った。

また、工事の入札・契約について、契約局等と連携を取りながら円滑な事業の推進に努めた。

	年度　

項目
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	工事発注
	13件
	18件
	９件


８．工事監理

民間（設計）監理事務所へ 14件の工事監理を委託し、16件の契約工事について指導し施工の適正を期したほか、監理委託要項書の作成及び監理業務委託料の算定を行った。 　

	年度　

項目
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	工事監理（委託）
	10件
	19件
	14件


９．検査

工事完成に伴う13件の完成検査及び委託完了に伴う23件の完了検査、部分払に伴う10件の出来高検査に関する業務を行った。

10．工事周辺建物等調査委託事務

　　工事の執行に伴い、工事周辺建物等の調査等の委託を行った。

	年度　

項目
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	工事周辺建物等事前調査
	２件
	０件
	０件

	工事周辺建物等事後調査
	０件
	０件
	０件


	損失額算定基礎調査
	０件
	０件
	０件


11．工事完了に伴う引渡し

工事の完了に伴う物件の引渡しについては、関係各課に連絡のうえ適正に行った。

12．会議

近畿ブロック営繕主務者会議積算分科会

国土交通省・近畿地方整備局・7府県4政令市が、営繕積算に関する種々の問題について

検討・討議し、交流・研鑚に努めた。

13．その他

営繕積算システム等開発利用協議会

営繕積算事業の実施に関して、積算システム及び営繕情報の活用システムの共同開発と共

同利用に関する調査研究のため、国土交通省・地方整備局等・都道府県・政令市とともに営繕積算システム等開発利用協議会に参画した。
設計工事第二グループ

関係各課と調整を図りながら、営繕工事の設計業務、工事発注業務及び工事監理業務を次のとおり行った。

１．実施計画と調整

事業を円滑に執行するため、営繕工事工程計画表を作成し関係各課との連絡調整に努めた。

２．設計
（１）各種設計基準の作成と材料・工法の検討を行った。

（２）設計業務に先立ち敷地・建物等諸条件を調査し、技術的検討及び技術的提言を行った。

（３）実施設計等の業務７件（案件数７件）を委託し、設計図書作成の指導、調整及び審査を行った。

	年度　

項目
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	実施設計等（委託）
	７件
	８件
	７件


３．地質調査及び測量調査

	年度　

項目
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	地質調査
	３件
	１件
	１件

	測量調査
	0件
	１件
	０件


４．工事予算執行調整

関係各課との連絡を密にし、工事発注状況の把握と工事予算の執行調整を行った。

５．各種申請等

計画通知、工事完了届をはじめ各種申請業務を行った。
６．工事発注

工事発注13件（案件数12件）に伴う設計図書の作成及び工事発注業務を行った。

また、工事の入札・契約について、契約局等と連携を取りながら円滑な事業の推進に努めた。

　　　

	年度　

項目
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	工事発注
	6件
	7件
	12件


７．工事監理

民間（設計）監理事務所へ16件の工事監理を委託し、16件の契約工事について指導し施工の適正を期したほか、監理委託要項書の作成及び監理業務委託料の算定を行った。

	年度　

　項目
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	工事監理（委託）
	8件
	10件
	16件


８．検査

工事完成に伴う12件の完成検査及び委託完了に伴う26件の完了検査、部分払に伴う14件の出来高検査に関する業務を行った。

９．工事周辺建物等調査委託事務

工事の執行に伴い、工事周辺建物等の調査を委託して行った。　　　　　

　　

	年度　

項目
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	工事周辺建物等事前調査
	１件
	４件
	０件

	工事周辺建物等事後調査
	０件
	０件
	０件

	損失額算定基礎調査
	０件
	０件
	０件


10．工事完了に伴う引渡し

工事の完了に伴う物件の引渡しについては、関係各課と連絡のうえ適正に行った。

住宅設計課
事業推進グループ、建替事業グループ

〔建替事業〕

　老朽化した府営簡易耐火住宅及び中層耐火住宅を土地の有効かつ高度利用した良好な中高層住宅として建替え、周辺地域も含めた住環境整備を図るため、基本設計、入居者との建替協議をはじめ、さらには、周辺住民・地元市町・関係機関等との協議などの建替事業の推進により府営住宅の建設を行った。
１．建替協議及び事業着手

入居者等との協議により建替えの協議を経て、事業着手した。

	項　目
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	
	
	木造
	簡易耐火
	中層耐平成23年度

木造
簡易耐火
中層耐火
新規

0
0
0
0
－

2
0
0
2
0

2
0
0
2
0火
	高層耐火
	
	木造
	簡易耐火
	中層耐火
	高層耐火
	
	木造
	簡易耐火
	中層耐火
	高層耐火

	事業着手団地
	(団地)
	1
	0
	0
	1
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	事業完了団地
	(団地)
	2
	0
	0
	2
	0
	4
	0
	0
	4
	0
	1
	0
	0
	1
	0


※事業着手は、仮移転又は杭工事等の着工
事業完了は、最終期の住棟建設完了時点

２．あいあい住宅の建設　

高齢者をはじめ誰もが住みやすいように、浴槽部分の落とし込み、浴室・便所の手すり設置、住戸内部の段差解消等に加え、３カ所給湯方式の採用、洗面所・便所等の面積拡大等を行った「あいあい住宅」を建設した。

	
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	建　設　戸　数
	（戸）
	1,225
	0
	728


【根拠法令等：公営住宅法】
３．車いす常用者世帯向住宅（ＭＡＩハウス）の建設　

　　ＭＡＩハウスについては、入居者の障がいの程度や内容を測定し、ハーフメイド方式により建設した。

	　
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	建　設　戸　数
	（戸）
	36
	0
	17


【根拠法令等：公営住宅法】
４．公営住宅用途廃止に係る承認申請

公営住宅法に基づき、除却する公営住宅及び共同施設の用途廃止を行った。

	項　　　　　　目
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	建替事業に伴う用途廃止
	(団地)
	1
	0
	1

	建替事業に伴う用途廃止(変更)
	(団地)
	0
	1
	1

	用途廃止
	(団地)
	9
	6
	6


５．委託業務

　　建替事業に伴う基本設計等の委託業務を行った。

	項　　　　　　目
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	基本計画
	(団地)
	0
	0
	0

	基　本・実　施　計　画
	(団地)
	3
	6
	3

	測量
	(件)
	9
	7
	7

	地積測量図作成
	（件）
	5
	5
	6

	電波障害調査
	(団地)
	-(※)
	-(※)
	-(※)

	その他
	（件）
	0
	0
	10


(※) H28より設備課発注に変更
６．空家補修

　　建替事業に伴う、団地内での仮移転の空家補修を行った。

	項　　　　　目
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	空家補修
	(団地)
	0
	5
	2


７．建替に伴う移転

建替事業に伴う移転補償、仮移転先民間借家の借上、民間借家契約時の不動産斡旋及び退去時補修を行った。

（１）移転補償

建替事業等に伴う仮移転、建替完了住宅への入居、他の府営住宅への住宅替え、建替対象住

宅からの退去の移転補償を行った。

	項　　　　　目
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	仮移転

	(団地)
	1
	1
	2

	
	
	85
	6
	111

	本移転・住宅替
	(団地)
	12
	10
	10

	
	(戸)
	948
	1,035
	1,104

	退去
	(団地)
	8
	10
	9

	
	   (戸)
	32
	52
	36


（２）仮住居借上等

建替事業に伴い民間借家への仮移転が必要な入居者について民間借家の借り上げを行った。また、民間借家契約の解除時に必要となる退去時補修費について支払った。

	項　　　　　目
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	民間借家借上
	(月)
	延740
	延323
	延30

	民間借家退去時補修
	　 (戸)
	0
	0
	6


（３）不動産斡旋

民間借家の借上を不動産斡旋業者により行う。

	項　　　　　目
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	民間借家斡旋
	(戸)
	0
	5
	0


【根拠法令等：公営住宅法、府営住宅建替えに関する要綱、宅地建物取引業法】
８．埋蔵文化財の調査

　　建替事業に伴い、府教育委員会並びに市町教育委員会等に埋蔵文化財の調査を依頼した。

	項　　　　　目
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	文化財調査
	(団地)
	3
	1
	3


【根拠法令等：文化財保護法】
９．負担金協定等による負担

　　建替事業に伴い、設備施設等に関する工事負担金等を支出した。

	項　　　　　目
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	水道工事
	(団地)
	1
	2
	3

	水道口径別加入金
	(団地)
	0
	1
	0

	ガス工事
	(団地)
	0
	2
	2

	その他工事
	(団地)
	12
	15
	5


　　　　　　　　　　　　　　　【根拠法令等：各市水道事業給水条例、ガス事業法】
10．建替えに伴うリース風呂補償

建替事業に伴い、リース風呂を撤去する場合にリース風呂残存価値分の補償費を支出した。

	項　　　　　目
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	リース風呂補償費
	(団地)
	6
	5
	8


11．新築公募に係る関係資料の作成に関すること。

　　総合募集：4月・6月・8月・10月・12月・2月

【根拠法令等：公営住宅法】

12.民活手法による府営住宅建替事業の推進に関すること
　
府営吹田藤白台住宅（第2期）について、民活事業者が建設工事を実施し、これに対するモニタリングを行った。

府営吹田佐竹台住宅（5丁目）及び吹田高野台住宅（4丁目）について、民活事業者が建設工事を実施し、これに対するモニタリングを行った。
	土地の所在
	府営住宅
	活用用地
	民活事業者

	吹田市藤白台
３丁目、１丁目 
	府営住宅420戸、付帯施設対価　6,793,731 千円
入居者移転の支援を含む
	分譲集合住宅　185戸
対価2,566,523 千円

(約9,014㎡)
	東レ建設グループ


○府営吹田藤白台住宅（第2期）の事業概要
	土地の所在
	府営住宅
	活用用地
	民活事業者

	吹田市佐竹台５丁目、

同　高野台４丁目 
	府営住宅240戸、付帯施設対価　4,889,020千円
入居者移転の支援を含む
	分譲戸建住宅　74戸
対価1,700,000 千円

(約16,604㎡)
	東レ建設グループ


○府営吹田佐竹台住宅（5丁目）及び吹田高野台住宅（4丁目）の事業概要
【根拠法令等：公営住宅法、ＰＦＩ法等】

〔用途廃止事業〕

１．用途廃止に伴う移転
（１）移転補償

大阪府営住宅ストック総合活用計画に基づき、耐震改修の施工性等により耐震化を図ることが困難な住棟や、入居者を募集しても応募倍率が1倍未満となるような需要が低い団地について、入居者への適切な対応を図り用途廃止を進めている。

　　　（単位：戸）

	団地名
	着手年度
	用途廃止
管理戸数
	着手時
入居戸数
	平成30年度末
対象戸数
	令和元年度
移転戸数
	令和元年度末
対象戸数

	原山台３丁
	H25
	294
	210
	17
	1
	16

	原山台４丁
	H25
	85
	55
	0
	0
	0

	高倉台センター
	H26
	209
	160
	4
	4
	1

	高倉台第３
	H26
	104
	91
	1
	0
	1

	晴美台第４
	H27
	324
	229
	21
	14
	7

	槇塚台第１
	H27
	320
	226
	113
	50
	61

	貝塚三ツ松
	H28
	582
	333
	179
	43
	134

	泉佐野見出
	H29
	40
	27
	18
	3
	15

	貴望ケ丘
	H29
	70
	48
	32
	4
	28

	東鳥取石田
	H29
	330
	212
	189
	49
	138

	清滝
	H30
	130
	92
	84
	31
	53

	原山台３丁（後期）
	H30
	90
	60
	58
	4
	54

	原山台５丁
	H30
	170
	119
	119
	6
	113

	御池台２丁
	R1
	90
	44
	-
	1
	42

	赤坂台３丁
	R1
	250
	154
	-
	3
	146


　【根拠法令等：公営住宅法、府営住宅の耐震性の低い住宅等の用途廃止に関する要綱】
(注)・着手年度は、住民説明会を実施した年度を記載。
・各年度末対象戸数は、移転補償対象となる戸数であり、移転補償対象外（契約解除、地位承継不可、単身死亡等）を含まないため、集計時点（入居者の状況）により変動する。
　　　
２．用途廃止に伴うリース風呂補償

用途廃止事業に伴い、用途廃止される住戸および移転先住戸として確保している住戸にリース風呂が設置されている場合、その住戸が空家である期間についてリース風呂残存価値分の補償費を支出した。

	
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	リース風呂補償費
	(団地)
	10
	10
	14


〔耐震改修事業（中層住宅）〕
大阪府営住宅ストック総合活用計画に基づき、耐震性の低い中層住宅について、耐震改修計画策定業務を委託し、耐震診断の実施及び耐震改修補強計画を策定し、入居者への説明及び協議を行うなど、耐震改修を進めている。
１．委託業務

耐震診断の実施や耐震改修計画の策定

	
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	耐震診断実施・耐震改修計画策定
	（団地）
	1
	0
	0


２．耐震改修工事

耐震性の低い中層住宅について、入居者への説明及び協議を経て、耐震改修工事を行った。

	
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	耐　震　改　修　工　事
	（団地）
	1
	1
	1

	
	（戸）
	660
	205
	688


３．耐震改修に伴うリース風呂補償

耐震改修事業に伴い、用途廃止される住戸にリース風呂が設置されている場合にリース風呂残存価値分の補償費を支出した。

	
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	リース風呂補償費
	(団地)
	2
	0
	1


〔用地管理事業〕

　建替事業に伴い、土地境界確定事務を行い、用地活用等による手続きを行った。
１．建替事業に係る用地活用等による処分状況等

　（１）府営住宅用地を、道路敷として堺市 に無償譲渡を行った。

　　（土地）

	住宅名
	所在地
	面積（実測）
	譲渡年月日
	譲渡先

	晴美台第４
	堺市南区晴美台四丁１番３
	60.36㎡
	令和2年3月25日
	堺市


【根拠法令等：大阪府公有財産規則】
　

２．その他

　　　隣接地権者との境界協議、地図訂正、地積更正、分筆登記等を行った。

【根拠法令等：大阪府公有財産規則等】

住宅建築課
設計工事第一グループ
関係各課と調整を図りながら府営住宅建設工事の設計業務、工事発注業務及び工事監理業務を

次のとおり行った。

１．設計

（１）府営住宅の建て替え工事の実施設計及び撤去工事図面作成を委託し、指導、調整及び審査を行った。

	委託内容
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	実施設計（内部設計）※1
	  0件
	  0件
	  0件

	実施設計（委託）※2
	  1件
	  0件
	  6件

	実施設計（委託）
	  7件
	  6件
	  7件

	撤去図面作成（委託）
	  4件
	  1件
	  8件


※1　植栽等の実施設計

※2　外構等の実施設計

　

　（２）府営住宅の中層エレベーター棟増築工事の実施設計を委託し、指導・調整及び審査を行った。

	委託内容
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	中層エレベーター棟増築工事
実施設計（委　託）
	－
	 －
	 －


(３)各種工法等の検討を行い、設計基準や工事発注仕様書等の見直しを行った。

２．地質調査

建物基礎の検討資料を得るため、地質調査を委託した。

地質調査の実施に際して、地元自治会に対して事前説明を行った。

	　　委託内容
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	地質調査
	 3件
	1件
	2件


３．工事周辺建物等調査委託事務

工事周辺建物等の事前調査を委託して行った。

事前調査の実施に際して、対象家屋の所有者に対して事前説明を行った。

	委託内容
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	周辺建物事前調査
	1件
	  1件
	  7件


４．委託料の積算

調査・設計業務の発注のため、委託料の積算を行った。

５．各種申請等

計画通知など関係法令に基づく諸官庁への申請及び申請に伴う協議調整を行った。

６．工事発注

府営住宅建て替え工事及び耐震改修工事に伴う設計図書の作成及び配布等の工事発注業務を行った。

また、工事の入札・契約について、契約局等と連携を取りながら円滑な事業の推進に努めた。

	工事内訳
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	府営建て替え工事
	18件
	12件
	30件

	中 層  ＥＶ  設 置 工 事
	0件
	0件
	0件

	耐　震　改　修　工　事
	0件
	0件
	0件

	計
	18件
	12件
	30件


７．工事監理

工事の適正施工のため、建築事務所へ委託して工事監理を行った。

これに先立ち、監理委託要項書の作成及び監理業務委託料の算定を行った。

　　　

	工事監理業務内訳
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	建て替え工事
	本体工事　（委託）
	件
	6件
	12件

	
	くい工事　（委託）
	件
	0件
	0件

	
	撤去工事　（委託）
	件
	2件
	4件

	
	その他　（委託）
	件
	1件
	2件

	耐震改修工事 （委託）
	0件
	件
	0件

	中層ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ棟増築工事（委託）
	0件
	件
	0件

	計
	14件
	件
	18件


８．各種申請等
工事完了届をはじめ各種申請関係業務を行ったほか、所管課の要請により、地元への説明会等の業務を行った。
９．検査
工事完了に伴う20件の完了検査(指定部分含む)、1件の中間検査及び出来高払を必要とする7件の出来高検査に関する業務を行った。
10．工事完了に伴う引渡し

工事の完了に伴う物件の引渡しについては、住宅設計課と連絡のうえ適正に行った。
11．工事事業損失補償事務
工事の執行に伴い、工事周辺建物等の調査を委託して行い、発生した損失に対する対外補償折衝を重ね円滑に業務を推進する。

	調　査　内　訳
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	中間調査
	0件
	0件
	0件

	事後調査
	2件
	2件
	0件

	損失額算定基礎調査
	2件
	2件
	0件


12．予算執行調整

関係各課との連絡を密に図り、予算の執行及び発注スケジュール等の調整を行った。

13．連絡調整

課の連絡調整窓口として関係課及び課内の連絡調整業務を行い、円滑な業務の推進に努めた。

設計工事第二グループ
　　関係各課と調整を図りながら府営住宅建設工事の設計業務、工事発注業務及び工事監理業務並びに工事費の積算業務を次のとおり行った。

１．設計

（１）府営住宅の建て替え工事の実施設計を委託し、指導・調整及び審査を行った。

	委託内容
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	実施設計（内部設計）※1
	0件
	0件
	0件

	実施設計（委託）※2
	3件
	3件
	5件

	実施設計（委託）
	2件
	2件
	3件

	撤去図面作成（委託）
	1件
	2件
	5件


※1　植栽等の実施設計

※2　外構等の実施設計

（２）府営住宅の耐震改修工事及び中層エレベーター棟増築工事の実施設計を委託し、指導・調整及び審査を行った。

	委託内容
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	耐震改修実施設計（委　　託）
	4件
	3件
	2件

	中層エレベーター棟増築工事
実施設計（委　託）
	－
	－
	－


（３）各種工法等の検討を行い、設計基準や工事発注仕様書等の見直しを行った。

２．地質調査

建物基礎の検討資料を得るため、地質調査を委託した。

地質調査の実施に際して、地元自治会に対して事前説明を行った。

	委託内容
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	地質調査
	 0件
	3件
	0件


３．工事周辺建物等調査委託業務

工事周辺建物等の事前調査を委託して行った。

事前調査の実施に際して、対象家屋の所有者に対して事前説明を行った。

	委託内容
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	周辺建物事前調査
	1件
	0件
	2件


４．委託料の積算

調査・設計業務の発注のため、委託料の積算を行った。

５．各種申請等

計画通知など関係法令に基づく諸官庁への申請及び申請に伴う協議調整を行った。

６．工事発注

府営住宅建て替え並びに耐震改修工事及び中層エレベーター棟増築工事の工事発注業務を行った。

また、工事の入札・契約について、契約局等と連携を取りながら円滑な事業の推進に努めた。

	工事内訳
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	府営建て替え工事
	14件
	5件
	4件

	中層EV設置工事
	0件
	0件
	0件

	耐震改修工事
	1件
	1件
	1件

	計
	15件
	6件
	5件


７．工事監理

工事の適正施工のため、建築事務所へ委託して工事監理を行った。

これに先立ち、監理委託要項書の作成及び監理業務委託料の算定を行った。

	工事監理業務内訳
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	建て替え工事
	本体工事　（委託）
	6件
	8件
	4件

	
	くい工事　（委託）
	0件
	0件
	0件

	
	撤去工事　（委託）
	4件
	1件
	6件

	
	その他　（委託）
	3件
	0件
	8件

	耐震改修工事（委託）
	16件
	4件
	3件

	中層ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ棟増築工事（委託）
	0件
	0件
	0件

	計
	22件
	13件
	21件


８．各種申請等

工事完了届をはじめ各種申請関係業務を行ったほか、所管課の要請により、地元への説明会等の業務を行った。

９．検査

工事完了に伴う、22件の完了検査(指定部分含む)、3件の中間検査及び出来高払を必要とする7件の出来高検査に関する業務を行った。

10．工事完了に伴う引渡し

工事の完了に伴う物件の引渡しについては、施設保全課及び住宅設計課と連絡のうえ適正に行った。

11．工事事業損失補償事務

工事の執行に伴い、工事周辺建物等の調査を委託して行い、発生した損失に対する対外補償折衝を重ね円滑に業務を推進する。

　　　

	調　査　内　訳
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	中間調査
	0件
	0件
	0件

	事後調査
	1件
	0件
	0件

	損失額算定基礎調査
	1件
	0件
	0件


12．建築工事積算資料の作成

労務・主要資材単価を調査し、仕様書に基づき建設工事積算資料を作成した。

13．委託及び工事費の積算等

　　住宅建築課発注の地質調査業務並びに府営建て替え工事、中層EV設置工事及び耐震改修工事等の発注案件について積算資料及び各設計図書に基づき工事費等の積算業務を行った。

14．大阪府情報公開条例に基づき請求のあった行政文書の公開等を行った。
	
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	情報公開
	  186件
	 149件
	138件


設計工事第三グループ
関係各課と調整を図りながら府営住宅建設工事の設計業務、工事発注業務及び工事監理業務を次のとおり行った。

１．設計

（１）府営住宅の建て替え工事の実施設計及び撤去工事図面作成を委託し、指導、調整及び審査を行った。

	委託内容
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	　　実施設計（内部設計）※1
	0件
	0件
	0件

	実施設計（委　　託）※2
	0件
	0件
	0件

	実施設計（委託）
	0件
	0件
	0件

	撤去図面作成（委託）
	0件
	0件
	0件


※1　植栽等の実施設計

※2　外構等の実施設計

（２）府営住宅の耐震改修工事及び中層エレベーター棟増築工事の実施設計を委託し、指導・調整及び審査を行った。

	委託内容
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	耐震改修実施設計（委　　託）
	0件
	0件
	0件

	中層エレベーター棟増築工事
実施設計（委　託）
	21件
	13件
	28件


（３）各種工法等の検討を行い、設計基準や工事発注仕様書等の見直しを行った。

２．地質調査

建物基礎の検討資料を得るため、地質調査を委託した。

地質調査の実施に際して、地元自治会に対して事前説明を行った。

	委託内容
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	地質調査
	  21件
	0件
	23件


３．工事周辺建物等調査委託事務

工事周辺建物等の事前調査を委託して行った。

事前調査の実施に際して、対象家屋の所有者に対して事前説明を行った。

	委託内容
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	周辺建物事前調査
	0件
	0件
	0件


４．委託料の積算

調査・設計業務の発注のため、委託料の積算を行った。

５．各種申請等

計画通知など関係法令に基づく諸官庁への申請及び申請に伴う協議調整を行った。

６．工事発注

府営住宅建て替え工事に伴う設計図書の作成及び配布等の工事発注業務を行った。

また、工事の入札・契約について、契約局等と連携を取りながら円滑な事業の推進に努めた。

	工事内訳
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	府営建て替え工事
	0件
	0件
	0件

	中 層  ＥＶ  設 置 工 事
	16件
	9件
	11件

	耐　震　改　修　工　事
	0件
	0件
	0件

	計
	16件
	9件
	11件


７．工事監理

工事の適正施工のため、建築事務所へ委託して工事監理を行った。

これに先立ち、監理委託要項書の作成及び監理業務委託料の算定を行った。

　　　

	工事監理業務内訳
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	建て替え工事
	本体工事　（委託）
	0件
	0件
	0件

	
	くい工事　（委託）
	0件
	0件
	0件

	
	撤去工事　（委託）
	0件
	0件
	0件

	
	その他　（委託）
	0件
	0件
	0件

	耐震改修工事（委託）
	0件
	0件
	0件

	中層ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ棟増築工事（委託）
	14件
	15件
	16件

	計
	14件
	15件
	16件


８．各種申請等

工事完了届をはじめ各種申請関係業務を行ったほか、所管課の要請により、地元への説明会等の業務を行った。

９．検査

工事完了に伴う15件の完了検査、19件の中間検査及び出来高払を必要とする4件の出来高検査に関する業務を行った。

10．工事完了に伴う引渡し

工事の完了に伴う物件の引渡しについては、住宅設計課及び施設保全課と連絡のうえ適正に行った。

11．工事事業損失補償事務

工事の執行に伴い、工事周辺建物等の調査を委託して行い、発生した損失に対する対外補償折衝を重ね業務の円滑な推進に努めた。

	調　査　内　訳
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	中間調査
	0件
	0件
	0件

	事後調査
	0件
	2件
	0件

	損失額算定基礎調査
	0件
	2件
	0件


設備課
設備計画グループ

１．環境技術

民間資金活用型ＥＳＣＯ（Energy Service Company）事業等を推進した。

（１）大阪府ＥＳＣＯ事業
平成12年度から延べ99施設でＥＳＣＯ事業を導入し、良好な省エネルギー成果を上げている。（光熱水費削減額：累計90.1億円（8.1億円／年）、平均省エネ率27％、CO2排出削減量：累計20.9万トン（平成30年度末実績））

令和元年度は、前年度に公募した国際会議場と近つ飛鳥博物館、警察５署、府営公園５園の契約締結と省エネ改修を実施した。また、咲洲庁舎、府営公園８園の２事業９施設で新たにＥＳＣＯ事業者の選定を行い、平均省エネ率22％の提案を採択することができた。既契約案件については、光熱水費削減効果の検証やＥＳＣＯ事業者、施設管理者間の調整・相談業務を行った。

（２）大阪府ＥＳＣＯ提案審査会

　　　①大阪府ＥＳＣＯ提案審査会は、大阪府附属機関条例（昭和二十七年大阪府条例第三九号）第二条の規定に基づき設置されているもので、ＥＳＣＯ事業の企画に関する提案についての審査に関する事務を行う。

　　　②令和元年度は本審査会の適切な運営に努め、提案審査会を２回、ＥＳＣＯ事業者選定部会を２回開催した。

（３）大阪府ＥＳＣＯ事業の普及啓発

　　　①府内市町村へのＥＳＣＯ事業普及促進のため、大阪府市町村ＥＳＣＯ会議を開催し、啓発を行った。

　　　②府内市町村や民間建築物へのＥＳＣＯ事業普及促進のため、各種説明会にて、ＥＳＣＯ事業について説明を行った。

（４）府有建築物の屋根貸しによる太陽光パネル設置促進事業

令和元年度は、これまでに事業化した12施設について、売電量の確認や屋根貸し事業者、施設管理者間の調整・相談業務を行った。

（５）環境にやさしい公共建築づくりの推進
環境共生建築技術に係る検討

環境共生建築技術に関する情報収集及び検討を行った。

（６）会議

近畿ブロック営繕主務者会議設備分科会

近畿地方整備局と、７府県４政令指定都市が営繕業務に関する種々の問題について検討・討議し、交流・研鑽に努めた。

　

２．設備積算
設備積算業務を適正かつ効率的に執行するため、「設備工事積算資料」等を作成し、工事費の積算、営繕積算システムの整備等を次のとおり行った。

　

（１）「設備工事積算資料」の作成

機器資材、労務費等の単価を調査し､「積算基準」等に基づき、「電気設備工事積算資料」、「機械設備工事積算資料」を作成した。

（２）工事費の積算

設備工事積算資料、設計図書(数量)、「積算基準」等により、142件の設備工事の工事費を積算した。

　

（３）営繕積算システム(電算処理)等

①積算業務の合理化・効率化に伴い、営繕積算システム(ＲＩＢＣ)等端末機の賃貸借契約を行った。

②営繕積算システムの整備を委託した。

　

（４）営繕積算システム等開発利用協議会

営繕積算事業の実施に関して、積算システム及び営繕情報の活用システムの共同開発と共同利用に関する調査研究のため、国土交通省・地方整備局・都道府県・政令指定都市等とともに営繕積算システム等開発利用協議会に参画した。

　

（５）会議
近畿ブロック営繕主務者会議積算分科会

国土交通省本省、近畿地方整備局、７府県４政令指定都市が営繕積算に関する種々の問題について検討・討議し、交流・研鑚に努めた。

　

（６）大阪府情報公開条例に基づき、請求のあった行政文書の公開等を行った。

　

	
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	情報公開（積算内訳書）
	99件
	65件
	87件


３．設備指導

　　人員の集約化を目途に、福祉部障がい福祉室生活基盤推進課（こんごう福祉センター）、日本万国博覧会記念公園事務所（万博記念公園）の２施設において、設備課職員の兼務を実施し、各兼務先において設計、工事発注、及び工事監理業務等を行い、維持管理業務の円滑化を行った。

住宅設備グループ

関係各課と調整を図りながら、電気設備工事（電気、昇降機）及び機械設備工事（衛生、浴槽、ガス）の設計・工事発注及び工事監理業務等を行った。

１．設計

（1） 各種設計基準の作成と材料、工法の検討を行った。

（2） 関係官公署、エネルギー供給事業所、関係各課及び室内各課と協議調整の上、内部設計を行った。

（3） 設計委託要項書の作成及び設計業務委託料の算定を行い設計事務所に委託したほか、設計図書作成の指導・調整及び審査を行った。

（4） 建築込み委託（中層エレベーター棟増築工事、耐震改修工事、外構整備他工事）に伴う設計図書作成の指導・調整及び審査を行った。

	
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	実施設計（内部設計）※
	  15件
	　18件
	３件

	実施設計（委託）
	  ９件
	  ５件
	10件

	実施設計（建築込み委託）

    中層エレベーター棟増築工事
	  21件
	  13件
	29件

	実施設計（建築込み委託）

耐震改修・外構整備他工事
	  ８件
	  　５件
	10件


　　　　※　昇降機及び浴槽設備等の実施設計

２．工事予算執行調整

関係各課と連携し、工事発注状況の把握と工事予算の執行調整を行った。

３．各種申請等

計画通知書及び関係官公署に申請等の業務を行ったほか、関係各課の要請により、地元への説明会等の業務を行った。

４．工事発注

（１）関係各課と調整を行い、工事発注に伴う設計図書の作成及び工事発注業務を行った。
（２）建築込み工事（中層エレベーター棟増築工事、耐震改修工事）に伴う設計図書の作成及び　　　工事発注業務を行った。

（３）工事の入札・契約について、契約局等と連携を取りながら円滑な事業の推進に努めた。

	
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	工　事　発　注
	53件
	22件
	20件

	   工　事　発　注（建築込み）

   中層エレベーター棟増築工事
	 16件
	 ９件
	13件

	   工　事　発　注（建築込み）

    耐震改修工事
	 １件
	 ３件
	５件


５．工事監理

（１）監理委託要項書の作成及び監理業務委託料の算定を行い設計事務所へ委託したほか、工事監理者に対して指導を行い、施工の適正を期した。
（２）建築込み委託（中層エレベーター棟増築工事、耐震改修工事）に伴う工事監理者に対する指導を行い、施工の適正を期した。

	
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	工事監理（委託）
	27件
	 26件
	13件

	工事監理（建築込み委託）

中層エレベーター棟増築工事
	 14件
	 17件
	16件

	工事監理（建築込み委託）

耐震改修工事
	６件
	２件
	８件


６．検査

　　工事完了に伴う60件の中間、出来高検査及び完了検査に関する業務を行った。
７．工事完了に伴う引渡し

工事完了に伴い関係各課に対し、書類引継ぎ及び現地での取扱い説明等の引渡し業務を行った。
一般設備グループ

　関係各課と調整を図りながら、電気設備工事（電気、昇降機）及び機械設備工事（給排水衛生、空気調和、ガス）の設計・工事発注及び監理業務等を行った。

１．設計

（1） 各種建築設備の技術的内容の精査や工法の検討を行った。

（2） 設計委託要項書の作成及び設計業務委託料を算定し、設計委託したほか、設計図書作成の指導・調整及び審査を行った。

	
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	実施設計等（委託）　
	12件
	16件
	13件


２．工事予算執行調整

　　関係各課と連携し、工事発注状況の把握と工事予算の執行調整を行った。

３．各種申請等

　　計画通知書及び関係官公署に申請等の業務を行ったほか、関係各課の要請により、施設への説明会等の業務を行った。

４．工事発注

　　関係各課と調整を行い、工事発注に伴う設計図書の作成及び工事発注業務を行った。

また、工事の入札・契約について、契約局等と連携を取りながら円滑な事業の推進に努めた。

	
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	工　事　発　注
	22件
	40件
	25件


　上記工事発注の外、建築工事に含む工事（耐震改修工事等）14件に伴う設計及び工事発注業務を行った。

５．省エネ提案型総合評価入札の推進

府有建築物の省エネ性能の向上を図る取り組みとして、先進的な省エネ技術の活用と、ライフサイクルコストの縮減を提案する「省エネ提案型総合評価入札」を東住吉警察署改築に伴う設備工事２件で実施した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※上記工事発注に含まれる。
	
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	省エネ提案型総合評価入札
	２件
	４件
	２件


＜省エネ提案型総合評価入札制度の概要＞

　　・標準設計の仕様をベースとし、より高性能な省エネ機器の導入とライフサイクルコストの縮減提案を求め、これによる技術点と入札価格との総合評価により落札者を決定

・ライフサイクルコストの縮減額をイニシャルコストと等価評価し、価格の競争性・経済性を確保

・技術評価のインセンティブにより、民間技術力の向上、新技術の開発を促進

６．工事監理

　　民間事務所へ工事監理を委託し、工事監理者に対して指導を行い、施工の適正を期したほか、監理委託要項書の作成及び監理業務委託料の算定を行った。

	
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	工事監理（委託）
	14件
	26件
	23件


７．設計意図伝達

　　施工段階で必要な設計上の考え方等を工事監理者及び請負者等に正確に伝えるための業務を委託して行った。

	
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	意図伝達業務（委託）
	２件
	５件
	３件


８．検　査

　　工事完了に伴う47件の中間、出来高検査及び完了検査に関する業務を行った。
９．工事完了に伴う引渡し

　　工事完了に伴い関係各課に対し、書類引継ぎ及び現地での取扱い説明会等の業務を行った。

